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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，社団法人電気学会(IEEJ)／財団法人日本規格

協会(JSA)から，工業標準原案を具して日本工業規格を制定すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の

審議を経て，経済産業大臣が制定した日本工業規格である。 

制定に当たっては，日本工業規格と国際規格との対比，国際規格に一致した日本工業規格の作成及び日

本工業規格を基礎にした国際規格原案の提案を容易にするために，IEC 60359:2001，Electrical and electronic 

measurement equipment－Expression of performance を基礎として用いた。 

この規格の一部が，技術的性質をもつ特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権，又は出願公開後の

実用新案登録出願に抵触する可能性があることに注意を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会

は，このような技術的性質をもつ特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権，又は出願公開後の実用新

案登録出願にかかわる確認について，責任をもたない。 

JIS C 1005 には，次に示す附属書がある。 

附属書 A（参考）“誤差”から“不確かさ”起因への概念上及び用語上の進展 

附属書 B（参考）性能の仕様化手順 
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日本工業規格          JIS 
 C 1005：2006 
 (IEC 60359：2001) 

電気・電子計測器の性能表示 
Electrical and electronic measurement equipment－ 

Expression of performance 
 

序文 この規格は，2001 年に第 3 版として発行された IEC 60359，Electrical and electronic measurement 

equipment－Expression of performance を翻訳し，技術的内容及び規格票の様式を変更することなく作成した

日本工業規格である。 

国際度量衡委員会(CIPM)の勧告 CI-1981 に基づいて作成され，国際諸機関によって承認された“測定に

おける不確かさの表示に関する指針”(GUM)の発行によって，真値と誤差とに基づく測定の精密さ及び正

確さに対する古典的アプローチは，不確かさによるアプローチによって置き換えられつつあるのは明白で

ある。真の値の（したがって，誤差の）概念には本質的な欠点があり，計器の性能に関する現行の規格の

大部分は，伝統的なアプローチの用語で規定されているが，現実の計測では，不確かさの概念にますます

頼らざるを得なくなった。計測における最良の実践と規格の用語との間の大きな隔たりは，これらの規格

を作る機関の技術委員会に用語の更新を要請している。 

この規格は，GUM と一致するように作成された。また，新しく出版された国際電気標準用語集(IEV)の

新版の計測用語と一致させている。 

計器の主な性能特性は，計器を用いることによって得られる結果の不確かさの特性である。GUM は，

共通の用語及び異なる要因の不確かさを合成する計算方法を規定しているが，本質的には，他の測定量の

関数として定義されるある量の測定の不確かさを評価する問題を扱っており，計器の不確かさを評価する

問題，すなわち，計器を用いて行われる単一の直接測定の結果の不確かさに言及しない。GUM は，それ

をタイプ B の不確かさの成分として取り扱っている。これは，計器の製造業者又は校正業者が表記する包

含係数をもつ拡張不確かさの形式で与えられる情報として知られるものである。したがって，この規格で

は，GUM の方針に一致する形で計器の不確かさを表示し評価する指示を与えるものである。ここでは，

誤差限界の代わりに，不確かさの限界の用語で計器の性能に対する要求について規定する。これは，計器

の指示と測定量を記述するための組の値との注意深い区別を意味する（附属書 A を参照）。 
この目的のために，この規格では，（IEV の用語と一致する）校正曲線の概念を体系的に用いている。こ

れはまた，固有不確かさ，変動及び動作不確かさの相互作用について規定する上で非常に役立つ。この種

の区別は，内蔵ソフトウェア付きマイクロプロセッサに基づく，又は 2 個以上の入力（マルチセンサシス

テム）を用いた新しい測定システムにとって必す（須）のものである。これは，計器のハードウェアにつ

いて，限定的な前提なしに一般用語で問題を扱う必要がある。また，性能特性を規定する場合の選択肢を

広げるものである。 

もちろん，長年親しまれてきた伝統的な用語及び概念から，近代計測学によって発展した用語及び概念

への移行は，多くの人にとって心理的な調整が必要となる。現在の計測が目盛付き指標の計器の時代から

著しい進歩を遂げたので，これも併せて調整が必要となる。しかし，しばしば影響量に対して想定される
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